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主 文

1 本件控訴をいずれも棄却する。

2 控訴費用は，控訴人の負担とする。

事実及 び 理 由



第 1 控訴の趣旨

1 原半IJ決を取り消す。

2(1)被控訴人らは，控訴人に対し，原判決別紙物件目録記載2及び3の建物(

以下，岡田録記載2の建物を「本件建物(1)J といい，問目録記載3の建物を
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1 

「本件建物(2)J という。)を収去して|苛目録記載1の土地(以下「本件土地

j という。)を明け渡せ。

(2) 被控訴人らは，控訴人i机連帯して，被控訴人株式会唱園田(

以下 f被控訴人会社j という。)及び被控訴入園園田(以下 f被控訴人圃

置j という。)については鴨川引は 28日から，被控訴人置圃圏

(以下 f被銭訴人置圃Jという。)及び被控訴入国圃圃(以下 f被控訴人

園田 という o )については伺月 29日から，いずれも本件土地の明波済み

まで1か月 529万5200河の割合による金員を支払え。

2の選択的請求

(1)ア 上記2(1)と岡旨

イ アの予備約請求

被控訴人らは，控訴人に対し，控訴人から 10億円又は裁判所が相当と

認、める立退料の支払を受けるのと引換えに，本件建物(1)及び(2)を収去して

本件土地を明け渡せ。

(2) 被控訴人らは，控訴人に対し，連帯して3335万9760円及び平成2

O年9月1日から本件土地の明渡済みまで1か月 529万5200円の割合

による金員を支払え。

事案の概要

本件は，本件土地の賃貸人である控訴人が，賃借入である被控訴人らに対し，

借地権の無断譲渡又は信頼関係の破壊により賃貸借契約を解除したと主張して，

本件土地上に存する本件建物(1)及び(2)を収去して本件土地を明け渡すことを求

めるとともに，解除Rである訴状送達の日の翌日 (被控訴人会社及び被控訴人
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園 l乙ついては平成20年 11月28S，被控訴入園E則被控訴人圃につ
いては向月 29日)から本件土地の明波済みまで1か月 529万5200円の

割合による約定違約金を連帯して支払うことを求め，これの選択的諮求として，

正当事由が具備された更新拒絶等により賃貸借契約の期間が満了したと主張し

て，本件建物(1)及び(2)を収去して本件土地を明け渡すこと(この誇求の予備的

請求として，控訴人から 10億円又は裁判所が紹当と認める立退料の支払を受

けるのと引換えに，本件建物(1)及び(2)を収去して本件土地主と明け渡すこと)を

求めるとともに， 3 3 35万97 6 0円及び平成20年9月1日から本件土地

の明渡済みまで1か月 529万5200円の割合による約定違約金を連帯して

支払うことを求める事案である。

館訴人はs 賃貸借契約の当事者について，形式的な借主は被控訴人会社であ

るが，実質的な借主は被撚訴人会社の代表者であったE・・・・(以下田
園!という。)を相続した子の圃圃圃を更に相続した被控訴入園被

控訴人・1及び被控訴入国園であると主張するところ，被控訴人会社及び被控
訴人置は，控訴人の上記主張を否認するが，被控訴人圃及び被控訴人圏

はB 控訴人の上記主張を認めた上で，捜訴人の請求を争っている。

2 控訴人は，原審においては，信頼関係破壊の事由として，被控訴入会社の内

部紛争(第三者に対する新株発行による被控訴人会社の支配の移転)のほか，

賃料不払及びテナント入居に関する非協力を主張した上，①主位約請求として，

信頼関係の破壊による解除又は正当事由の具備した更新矩絶等による期間満了

に基づき賃貸借契約が終了したとして，被控訴人らに対し，本件建物(1)及び(2)

の収去・本件土地の明渡し， 3335万9760円及び平成20年9月1日か

ら本件土地の明渡済みまで1か月 529万5200円の割合による約定違約金

の連常支払を求め，②第 1次予備的請求として，借地権の無断譲渡による解除

に基づき賃貸借契約が終了したとして，被控訴人らに対し，本件建物(1)及び(2)

の収去・本件土地の明渡しs 訴状送還の日の現段から本件土地の明渡済みまで
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1か月 529万5200円の割合による約定違約金の連帯支払を求め，③第2

次予備的請求として，立退料の提供を伴う王当事自の具備した更新拒絶等によ

る期間満了に基づき賃貸借契約が終了したとして，被控訴人らに対し， 10億

円又は裁判所が祁当と認める立退料の支払を受けるのと引換えに本件建物(1)及

び(2)の収去・本件土地の明渡し， 333 5万9760円及び平成20年9月1

Rから本件土地の明波済みまで1か月 529万5200円の割合による約定違

約金の連帯支払を求めていた。

控訴人は3 当審において，賃料不払及びテナント入居に関する非協力を玉虫由

とする信頼関係破壊の主張を撤回し，前記1のとおり，借地権の無断譲渡又は

被控訴人会社の内部紛争を理由とする信頼関係の破壊による賃貸借契約解除に

基づく請求と，正当事由の具備した更新拒絶等による期間満了に基づく誇求(

予備的に立退料提供の正当事自の補完による請求)を選択的な申立てとした。

3 本件の前提事実は，原判決「事実及び理由j欄の[第2 事案の概要jの2

に記載されたとおりであるから，これを引用する(ただし，原判決4頁7行目

の f作成されたj の次に「平成9年12月12S付けJを加える。)。

4 本件における当事者の主張

(1) 借地権の無断譲渡又は信頼関係の破壊による契約解除の当否について

この点に関する当事者双方の主張は，以下のとおり当審における控訴人の

主張を付加するほか，原判決 f事実及び理由j繍の「第2 事案の概要jの

3(1)のア，同(2)に記載されたとおりであるから，これを引用する(ただし，

原判決10J(9行目の「・・・・・予備的誇求lJを削る。) 0 

(当審における控訴人の主張)

ア 本件賃貸借契約書における賃借入は被控訴人会社となっているが，昭和

54年の即決和解においては，圃圏が賃借入どされていた。そして，本

件賃貸借契約書の作成時に賃借人名義を被控訴人会社に変更するに際し，

譲渡承諾料等の授受がされていないことからすると，賃借入名義の変更は
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実体を伴わないものであり，聞圃の直系の者が被控訴人会社の株主であ

り続けることを前提としていたものである。そうすると，被控訴入国圃，

被控訴入園及び被控訴入国丸本件賃貸借契約の連帯保証人であった

圃闘の相続人として問契約の権利義務を相続し， あるいは被控訴人会社の

本来あるべき株主として間契約の権利義務を負うべきであり， あるいは実

質的な借主というA きである。それは，仮に被控訴人会社に賃借権が譲渡

されたとしても，圃置の直系の者が被断人会社の株主であり続けるこ

とが， その条件として当事者向で合意されていたからであるο

イ したがって，本件賃貸借契約の当事者間においては，圃圃圏圏の直系の者

以外の第三者が被控訴人会社の株式を取得することを許容していなかった

のであり， しかも，圃圃及 人会社から新株発行

を受けることによって， その発行済株式の過半数を盟国圃の直系の者以外

の第三者が保有する事態となり，被控訴人会社の経営擦は圃園の直系の

者から剥奪されたと評価せぎるを得ない。

ウ 以上のどおり，被控訴人会社措置圃及び に対し新株発行

をした行為は，賃借権の無断譲渡に該当し，本件賃貸借契約の債務不履行

となる。

(2) 正当事由の具備による期間満了の当否について

この点に関する当事者双方の主張は， 以下のとおり当審における控訴人の

主張唱と付加するほか，原判決「事実及び理由j欄の[第2 事案の概要Jの

3(3)に記載されたとおりであるから， これを引用する (ただし，原判決11 

頁25行宮及び向 13頁25行自の「予備的請求2Jを「予備的請求jに改

める。) 0 

(当審における控訴人の主張)

ア 適用違憲

昭和 37年判決は， 1f3借地法4条1項ただし書の正当事由の解釈につい
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て，賃借入仮1)の使用の必要性も比較考量すべきであると判示しているが，

この判示の根拠となった立法事実は，現下において消滅しているものであ

る。 したがって，昭和 37年判決の摘示する基準で正当事由の有無を半Ij陸rr

することは， 憲法29条に違反し，間判決が示した悶借地法4条1項に係

る裁判規範は， 公共の福祉に関する合理的裁量の範囲を超えたものとなっ

ているから， その適用は違憲というべきである。そうするを，正当事自の

解釈は，土地所有者が自ら土地を使用することを必要とするかどうかとい

う土地所有者側lの事情を中心にB 土地所有者の財産権の侵害をできるだけ

小さくするように判断すべきである。

イ 正当事由

控訴人は，利用可能な土地から順次再開発を実施することを明言してい

るところであり，本件土地及びその隣接地で、ある自用地上の建物は，老朽
、，J
J

 化とともに耐震強度不足の状態にあるから，速やかに建て替える必要があ

る。しかも，被控訴人会社は，本件土地に留まったままで営業を継続する

ことに拘泥していないのであって， 立退料の提供による正当事由の兵備が

検討されるべきである。

第3 当裁判所の判断

当裁判所も，控訴人の本件請求はいずれも理由がないから， これらを棄却すベ

きであると判断する。控訴人の当審における主張を検討しても， その結論は左右

されない。

上記の各争点に関する認、定，判断は，次のとおりである。

1 借地権の無断譲渡又は信頼関係の破壊による契約解除の当答について

(1)控訴入札本件賃貸借契約について，田園の直系の血縁者が実質的な賃

あるい唱園圃の直系の血縁者が被控訴人会社の株主であるこ借入であり，

とが前提とされていたところ，被控訴人会社が圃及び に対

し新株発行をしたことによってこの前提が崩れ，特に発行済株式の過半数の
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新株発行を受けた第三者に被控訴人会社の支配権が移転する事態となって，

本件賃貸借契約における信頼関係は破壊され，又は借地権を無断議渡したと

いうべきであるから，債務不履行として本件賃貸借契約を解除した旨主張す

る。

(2) 前提事実(原判決 f事実及び理由j欄の f第2 事案の概要jの2(3))の

とおり，本件賃貸借契約の内容を確認した本件賃貸借契約書において賃借入

は被控訴人会社と怠れているところ，この契約書(甲4の2)はもとより，

この契約書が作成される契機となった増額地代請求調停事件の平成9年12 

月11日付け務停調書(甲4の1)にも，圃圃の直系の血縁者個人が実質

的な賃借入であることをうかがわせる記載はない。もっとも，Jtl16号証に

よればp 昭和 54年5月に東京簡易裁判所で成立した即決和解事件(同年同

第249号)において，本件土地の所有者であった・圃圃らが申立人，田

園圃が相手方となり i 相手方が申立入らから本件土地を賃借しているとして，

過去の増額賃料分に関する精算の舗をしていることが認められ，従前咽

圃置が本件土地の賃借入であったと解される。しかし，上記調停事件は，本

件土地の所有者であった一一一一一Jtp本件土地の貸借入が被控訴人会

社であるとして，被控訴人会社を相手方として申し立てたものであり 3 それ

を契機に作成された本件賃貸借契約書においてお被控訴人会社が賃借入とき

れていることからすると，少なくとも上記調停事件が申し立てられた平成7

年ころまでに，本件土地の賃借入の地位は被控訴人会社に移転していたもの

というべきである。そして，前提事実(原判決 f事実及び理由J欄の「第2

事案の概要1の2(7))のどおり，控訴人としても，本件賃貸借契約の更新

拒絶の通知，契約解除の意思表示及び使用継続に対する呉議の申述を被控訴

入会社に対して行っているのであって，被怨訴人会社が本件土地の賃借入と

して扱われていることは明らかである。

また，控訴人は，本件賃貸借契約書の賃借入名義'a'被控訴人会社とするに
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当たって譲渡承諾料等の授受がなかったから，賃借入名義の変更は実体を伴

わないものであったと主張するが，譲渡承諾料等の授受がないからといって，

賃借入の変更が当然に実体を伴わないものであるなどとする根拠はない。し

かも，後記のとおり(原判決 f事実及び理由」欄の f第3 争点、に対する判

断jの1(3)) ，被控訴人会社は，昭和 28年に圃圃骨設立した会社であっ

て，本件賃貸借契約書の作成時は，闇圃の跡凌継いだ長男の圃が代表者

をしていたのであるから，圃置から被控訴人会社に賃借入の地位が移転す

るに当たって繊細榊の授受がなかったとしても，被控訴人会社が園届

圃と密接な関係のある会社であることを考えると，賃借権が譲渡されること

に何ら不自然な点はない。

したがって，本件賃貸借契約における賃借入は，少なくとも平成7年ころ

以降，形式的にも実質的にも被俊訴人会社である左いうべきである。

(3) 控訴人は，被櫛人会社に賃借権が譲渡されたとしても，幽圃の直系の

者が被控訴人会社の株主であり続けることが当事者間で合意されていた旨主

張する。しかし，上記調停調書及び本件賃貸借契約書(甲4の1・2)にこ

のような合意がされたことをうかがわせる記載は一切なく，その他，控訴人

の主張を認めるに足りる証拠はない。

甲10号証の1は，被糊人圃が控訴人の代表者に宛てて平成19年7

月30日付けで送付した手紙であり，そこには[銀座の土地をお借りするに

あたり，父圃圃圃圃圃の直系の者が株主であることが条件であると開いてお

りますj 左記載されている。しかし，これは，被控訴人閣の個人的な引

を記述したものにすぎず，これを裏付ける事実を認めるに足りる証拠もない

から，直ちにそれが真実であるということはできないし，その手紙は，被按

訴人聞と被控訴人会社ないし被控訴人圃酔，被控訴人会社の新株発行を

巡って裁判で争っていた最中に作成されたものであって田園置の息の

かかっていない第三者に株が渡っている事はご、存知で、したでしょうか? 私
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はこれが非常に由々しき問題と思って居りましたj f私といたしましては圏

国の起こした事は大変な裏切り行為と考え，申し訳なく思って居りますj

園の株を第三者に渡したままiこしておいて良いものか，圃圃のご判断を

仰ぎたく恥なしのんでお手紙をさし上げた次第でごぎいますjなどの記述が

あるとおり，被控訴人圃において，被控訴唱園陸棚訴人会社の代表者

として圃贋以外の者に株式を割り当てたことを非難し，訴訟になっている

当該問題について控訴人代表者の助力在仰ぐ目的で書かれたことが明らかで

ある。そうすると，上記手紙の一節に控訴人の主張に迎合するような記述が

それが控訴人の主張を裏付けることになるとみることはあるからといって，

できない。

(4) 控訴人は，被控訴人会社唱圃及 に新株発行をすること

によって，発行済株式の過半数咽置の直系の者以外の第三者が保有する

事態となり，被控訴人会社の経営権唱圃圃の直系の者から剥奪されたこと

これをもって木件賃貸借契約における信頼関係は破壊され，になるから， 文

は借地権を無断譲渡したと評価すべきである旨主張する。

しかし，本件賃貸借契約において，画面活系の者が被控訴人会社の株

主であることが前提とされていたわけでないことは， 上記言君、定のとおりであ

るし，被控訴人会社は公開会社であるから，創業家以外の第三者が株式を取

得することは当然に予想されることであり，置宙直系の者以外の第三者

が発行済株式の過半数を保有する事態となったからといって，本件賃貸借契

約における信頼関係が破壊されたとか，借地権の譲渡又は転貸があったもの

と解することはできない左いうべきである。

したがって，控訴人の上記主張は採用することができない。

(5) 被控訴留置と被控訴人圃及び被控訴入園田の間の紛争は，被控訴人

会社の創業家内部の争いであって，本件土地の賃貸人である控訴人が，その

利害に関わる問題として懸念を示すことは理解できなくはないが， これが本
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件賃貸借契約における信頼関係破:擦の事由になると解せられないことは当然

である。

なお，本件賃貸{昔契約の実質的な借主が被控訴入園圃被控訴人圃及び

被控訴入園置であることは，控訴人と被控訴人醸及び被控訴入園置との伺

において争いがないが，仮にこの事実を前提としたとしても，被控訴人会社

地主置及び に新株発行をしたことをもって，本件賃貸借契約

における信頼関係が破壊怠れたどか，借地権を無断譲渡したと評価できない

こどは， 上記の認定期l断に照らしても明らかであり， その他控訴人の主張を

検討しても，借地権の無断譲渡又は信頼関係の被壌に該当する事情を認める

ことはできない。

(6) 以上のとおり，借i也権の無断譲渡又は信頼関係の破壊による契約解除をい

う控訴人の主張は採用できない。

2 正当事由の具備した更新拒絶等による期間満了の当谷について

当裁判所も， I日借地法4条1項， 6条2項に照らし，控訴人の更新矩絶ない

し使用継続に対する異議に正当事由はないと判断する。その理由は，次のとお

り原判決を付加訂正するほかは，原判決 f事実及び理由J織の f第3 争点に

対する判断jの1，4に記載されたとおりであるから， これを引用する。

(1) 原判決14頁9行目の「平成10年， Jの次に f銀座ふらしい賑わいと風格

を併せ持つ街並みの形成を目指した街づくりを行うことを目的に， J を力日;え

る。

(2) 原判決14頁 23行目から 25行目までを2 次のとおり改める。

「イ 控訴人は，本件区爾全体を利用して，建築面積 13 0 0 ni，延床面

積19 0 2 5 ni，建蔽率96%，容積率1099%，地 r.11階地下

5階建の 1棟の商業ピノレを建築するこどを計闘し，平成19年 11月

5日， との聞で ピノレ言l'画Jに

関する協定書を取り交わして， 同社に対し本件区画の再開発計画に係
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るパートナ)兼アドバイザーになるこ左右依頼した。同社は，再開発

に関するラフな計画案，建築予定建物のイメ}ジ画像などを作成した。

(甲 77ないし83，1 14，弁論の全趣旨)J 

(3) 原判決16頁4行自の r(乙28) 0 Jを「。その後，平成23年 5月 1

1審判決と同じ理由で控訴人の控訴が棄却され(東8日，控訴審において，

京高等裁判所平成22年同第7208号)，最高裁判所も，平成23年 11 

上告棄却及び上告不受理の決定をし(同年同第1474号，月25日， 同年

関第165 5号)，按訴人の請求を棄却した 1審判決が縫定した。 (乙 28，

30， 31)Jに改める。

(4) 原判決16頁12行自の fおり， Jの次に f前身の個人間腐の時代を通じ

て昭和21年2月ころから本件土地の賃借を続けていて， Jを， 同13干?目

から 14行目にかけての f続けている。 j の次に fなお，本件土地と隣接地

(控訴人の自用地)上に建てられた本件建物(2)及び控訴人の所有建物は，構

造上一体を成しており，分離して取り援すことは極めて困難である。」をそ

れぞれ加える。

(5) 原判決16貰 19行目から 20行自にかけてのけ乙25，被告圃ItJ

を f被控訴人会社の所有建物ないし営業所は本件建物(1)及び(2)以外になく，

本件建物(2)にある肩書曜は， 日本有数の商業地である銀座の老舗として広く知

れ渡っていて，場所柄が被控訴人会社の信用力を支えている側面があること

から，現在地から離れた場所に広舗を移すことは，会社の存立1i:危殆に陥ら

(甲 11 4， [，25，原君子における控訴人代表者及び被控せることになる。

訴入園酔人)Jに改める。

(6) 原判決 16頁24行闘の「赤字であり， Jの次に fその赤字額は 1000 

万円から 30 0 0万円近くに達し，営業煩失が毎年6000万円以上出てい

るほか， Jを， 同25行目の「いずれにも， Jの次に「約1億円近い売上総

利益告と上げているものの， J をそれぞれ加える。
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(7) 原判決17頁2行目の次に，以下の左おり加える。

fェ 本件賃貸借契約に島号する上記の調停事件において，木件土地の平成

7年8月分以降の月額賃料が 264万7600円とされるとともに，

被控訴人会社が平成9年10月分までの既払分との差額精算どして7

94万79 0 2円を支払うことが定められ，被控訴人会社は， このう

ち400万円を同年12月29日に，残額394万7902円を平成

1 0年1月9日にそれぞ、れ支払って，平成9年 10月分までの差額精

算を完了した。また，被控訴人会社は，上記調停成立直前の同年 12 

月8日に255万1400円を，平成10年1月9日に9万6200

円(合計264万7600円)をそれぞれ賃料として支払ったところ，

これは平成9年 11月分の賃料の支払に充当された。その後，被控訴

人会社は，本件土地の賃料につき，平成10年 11月分及び平成19 

年6月分の各支払を 1か月程度遅らせたことがあったが， それ以上継

続的に遅らせたことはない。

(申4の1， 36， 乙5)J 

(8) 原判決21頁 20行員から 21行自にかけての r J.lIJ紙図面記載⑤及び⑪の

土地jを f原判決別紙図面記載⑤及び⑪ないし⑬の土地j に改め， 洞25行

自の「同図面記載Jから 26行自末尾までを削る。

(9) 原判決22頁9行自末尾の次に fなお，控訴人は，本件訴訟の当審係属後

に作成させた ビノレ計画j と

題する文書(申 12 3)を提出し，本件土地と隣接の自用地に限って地上1

2階地下2階建の建物の建築計画があると主張するが， これは極めてラフな

概要文書であり，建築予算やおおよその工程すら明らかでなく，収支の見通

しの記載もない計i商概要に止まっているのであって，本件j土地と自用地に限

った開発計画が具体性を持って真撃に検討されているとまでは認められない。

j を力日える。
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(10) 原判決22頁17行自の「朽廃しているjを「通常の使用に耐えられない

Jに改め，同 21行自の f白用地のみJの次に[又は自用地及び本件土地の

みJを加える。

ω原判決23頁 2fT目から 3行目にかけての「全く影響しないということは
できずjを「必須ともいうパき強みをもたらしていることがうかがえるから

Jに改め，同5行目の「そうすると， Jの次に「被控訴人会社がこれまで本

件土地の賃料を継続的な遅滞もなくほぼ約定のとおりに支払っていること，

控訴人として本件再開発計画に被控訴人会社を加える怠患が全くないこと(

控訴人代表者(原審))を考え合わせれば， Jを加える。

(ω 原判決23頁 25行目の fそして， Jの次に「正当事由の有無を判断する

に当たっては，賃貸人側の使用の必要性だけでなく，賃借入侠IJの使用の必要

性を比較考量すべきものであることは当然である。控訴人は，正当事由の解

釈について，土地所有者(賃貸人)側の事情を中心に判断すべきであると主

張するが，借地法あるいは借地借家法の解釈どしては採用できない見解であ

り，賃貸人側の使用の必要性と賃借入傾!Jの使用の必要性を比較考量すること

について，控訴人のいう違憲の掲題は生じないというべきである。そこで，

j を加える。

第4 結論

よって，段訴人の本件誇求はいずれも理由がないから，これらを棄却すべきで

あるところ，結論を同じくする原判決は正当であって，本件控訴はいずれも理由

がない。

東京高等裁判所第24民事部

裁判長裁判官 輪 平日 雄

-13-



裁判官

裁判官

4

5

 

内

菊

14ー

藤

藤

正

紀

之

子


